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法科大学院適性試験の本試験と追試験の等パーセンタイル
等化法を用いた等化
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椎名久美子∗∗

小牧研一郎∗∗∗

要 約

大学入試センターでは平成 15年度から法科大学院適性試験を実施している．この試験
では本試験の他に追試験が実施されている．本研究では，法科大学院適性試験のモニター
調査のデータを利用して，同試験の本試験と追試験の等化，及びその年度間の比較を試み
た．等化方法については，平成 21年度試験に対して等パーセンタイル等化法と項目反応理
論を用いた等化法の二つを試みた．その結果，どちらも得点の等化が可能であったが，こ
の試験は項目反応理論に適合するようには設計されていないことから，それ以外の年度に
ついては等パーセンタイル等化法のみで等化を行うこととした．平成 15年度～21年度試
験に対して等パーセンタイル等化法による等化を行った結果，平成 15年度，16年度は本
試験と追試験の得点の差が小さいが，その他の年は平成 17年度を除いて追試験の方が本試
験よりも低い点となる傾向が見られた．また得点の差が大きい場合には，中程度の得点の
者ほど本試験を受けた場合と追試験を受けた場合とで順位の差が大きくなった．本試験と
追試験の平均点の差が小さければ順位への影響も比較的小さい傾向にあるが，順位への影
響を小さくするには平均点の差が小さいだけでは不十分である．受験生への影響を考える
と，本試験と追試験の難易度が近づくようさらなる努力が必要である．

キーワード：National Admission Test for Law Schools, equipercentile equating

1 はじめに

大学入試センターでは，平成 15年度から法科
大学院適性試験を実施している．この試験は，法
科大学院進学希望者が法曹育成教育の前提として
要求される判断力，思考力，分析力，表現力等の
資質を測定するものである（司法制度改革審議会,
2001）．法科大学院のための適性試験には，大学入
試センターが実施する「法科大学院適性試験」（以
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下では「センター適性試験」と略称）のほかに，財
団法人日弁連法務研究財団と社団法人商事法務研
究会が主催する「法科大学院統一適性試験」があ
るが，法科大学院への進学を希望する者はどちら
かの適性試験を受験する必要があり，その成績は，
法科大学院が入学者を選抜する際に選抜資料の一
つとして利用される．
センター適性試験では，本試験のほかに，やむ
を得ない理由で本試験を受験できない者のために
追試験も実施している．本試験と追試験は，難易
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度が同等になるように作題時に努力が注がれてい
るものの，問題項目が異なるため，難易度が同等に
なっているかどうか，すなわち本試験と追試験の
得点をそのまま比較して良いかどうかを検討する
ためのデータを実施前に得ることはできない．実
際には，追試験の受験人数が非常に少なく，試験の
実施だけでは両者の難易度の比較ができないため，
大学入試センターでは，同一受験者に本試験と追
試験の両方を受験させるモニター調査を行い，平
均点などの基本統計量，得点分布などの統計的性
質のほか，アンケートによる評価がなされ，本試
験と追試験との比較を行っている（椎名他, 2007）．
モニター調査では同一受験者が本試験と追試験
の両方を受験していることから，このような比較
だけでなく，本試験と追試験の結果を等化するこ
とも可能である．等化とは，本試験と追試験のよ
うに同じ仕様のテストであるが問題項目のセット
が異なるテストの得点を比較できるようにするこ
とである．等化を行うことにより，追試験の得点
を本試験の得点に換算することが可能となり（逆
もまた可能である），試験の違いによる受験生の有
利/不利を解消することが可能となる．また，本試
験と追試験の違いを明確にすることも可能となる．
得点等化の方法はいくつか知られているが，ま
ず平成 21年度のモニター調査の結果を用いて，等
パーセンタイル等化法と項目反応理論を用いた等
化の二つの方法を行い，その結果の比較を行う．
続いて，平成 15年度から 20年度の試験について
等パーセンタイル等化法による等化を行い，本試
験と追試験の比較の年度間の推移を調べる．

2 平成 21年度試験の等化

2.1 方 法

2.1.1 モニター調査について

センター適性試験のためのモニター調査は，都
内の四つの大学に在籍する大学 3年生を被験者と
して行われている．その出身学部の種類は，実際
の受験者の出身学部類型の比率と近くなるように
調整してある．調査日は，実際の試験と同じ平成
21年 6月 21日（本試験）と 7月 6日（追試験）で
あり，本試験・追試験ともに実際の試験と同じ試

表 1 モニター調査における本試験及び追試験の平均点と
標準偏差，被験者数

年度
（平成） 平均点 標準偏差

被験者数
（人）

15
本試験 65.59 14.78

321
追試験 64.23 15.44

16
本試験 55.10 13.74

296
追試験 53.40 14.36

17
本試験 54.98 13.82

296
追試験 56.48 16.39

18
本試験 66.02 14.95

301
追試験 59.23 16.90

19
本試験 67.59 14.19

244
追試験 59.31 14.70

20
本試験 56.84 13.57

296
追試験 52.64 13.16

21
本試験 54.84 13.08

227
追試験 47.63 14.18

験問題を用いている．本試験・追試験の両方を受
けた 227名の被験者の結果を利用して次の分析を
行った．表 1に被験者数，本試験・追試験の平均
点及び標準偏差を示す．

2.1.2 等パーセンタイル等化法による等化

等パーセンタイル等化法は二つの試験の得点の
累積分布を比較することにより，一方の試験の得
点を同じ累積パーセントになる他方の試験の得点
に変換する方法である（Kolen & Brennan, 2004）．
図 1は本試験及び追試験における得点の累積分
布を示した図である．この図から，例えば追試験
で 50点であった者のパーセンタイルランクは約
58であり，本試験で同じパーセンタイルの者の得
点は約 59点であること，すなわち追試験の 50点
は本試験の約 59点に相当することが分かる．本研
究では，追試験の得点を本試験の得点に変換する
こととし，この等化作業を一点刻みで行って小数
点以下第二位を四捨五入し，等化後の得点とした．

2.1.3 項目反応理論を用いた等化

モニター調査では，同一被験者が本試験・追試
験の両方を受けているため，単一グループデザイ
ンによる等化が可能である．本適性試験は項目ご
とに配点が与えられているが，二値モデルの項目
反応理論に当てはめるために，各項目に正答して
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図 1 平成 21年度試験の得点の累積分布曲線

いる場合は 1点，誤答している場合は 0点とする
0/1採点を行った．なお，複数の解答をともに正
解して初めて得点が与えられる場合は，それらを
まとめて 1項目として扱い，複数の解答の順番を
問わず，それぞれの正解に部分点が与えられる場
合には，それぞれを別の項目として扱った．

0/1採点による項目数は，本試験が 52項目，追
試験が 49項目であった．これらの 101項目の 1パ
ラメタロジスティックモデル（1PLM）における
項目パラメタを周辺最尤推定法（marginal max-
imum likelihood estimation）を用いて推定した．
その後，この項目パラメタを所与のものとして，本
試験・追試験それぞれの反応パタンから本試験・追
試験それぞれの被験者の特性値を期待事後推定法
（expected a posteriori）を用いて推定した．いず
れの推定にも BILOG-MG 3 (Zimowski, Muraki,
Mislevy, and Bock, 2003)を使用した．

2.1.4 本試験と追試験の得点差の大きさの指標

本試験と追試験の難易度が同じであれば，同一
被験者の得点は同じ得点になるはずである．すな
わち，被験者 iの本試験の得点を xiとすれば，追
試験の得点も xiとなるはずである．しかし，実際
には本試験と追試験の難易度に違いがあることが
多く，本試験の得点 xiと追試験の得点 yiは異なっ
てしまう．等化は，このような試験の難易度の違
いによる得点の差を無くすために行われる．そこ

で，追試得点を (a)素点のままのもの，(b)等パー
センタイル等化法で等化したもの，(c)項目反応理
論を用いて等化したものについて，本試験と追試
験の得点差の大きさ

∑N
i=1(yi − xi)2 (1)

を見ることにした．ここで xiと yiはそれぞれ，(a)
では本試験の素点，追試験の素点，(b)では本試験
の素点，追試験の等パーセンタイル等化法による
換算得点，(c)では項目反応理論による本試験の特
性値，追試験の特性値である．また，N は被験者
数である．
しかし，素点及び等パーセンタイル等化法によ
る等化後の得点は 0～100点までの数値で表される
のに対し，項目反応理論による等化後の得点（特性
値）は多くが−3～3の数値で表されるため，(1)式
のままでは大きさの比較ができない．そこで，そ
れぞれを追試験の得点（特性値）の分散に相当す
る

∑N
i=1(yi − ȳ)2 で割ることで基準化し，本試験

と追試験の得点差の大きさの指標 vxy とした．

vxy =
∑N

i=1(yi − xi)2
∑N

i=1(yi − ȳ)2

ここで，ȳ は追試験における得点（特性値）の平
均である．

2.2 結 果

2.2.1 等パーセンタイル等化法による等化

表 2に追試験の得点を本試験に等化した結果を
示した．追試験における最低点は 11点，最高点は
84点であったことから，10点以下及び 85点以上
の等化後の得点は求めていない．表 2から，全得
点にわたって本試験の方が追試験よりも難易度が
低いこと，そのために追試験の得点を本試験に等
化すると得点が上がり，その上昇幅は最大で 10.2
点（追試験で 46点の場合）であることが分かる．

2.2.2 項目反応理論を用いた等化

図 2に推定された困難度パラメタの大きさの分
布を示した．項目パラメタの推定は正しく収束し
たが，−3未満あるいは 3以上の推定値が，本試験
では 7項目，追試験では 5項目あった．このよう
なパラメタ値の項目は項目反応モデルの下では不
適切であり，センター適性試験が項目反応理論の
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表 2 追試験の得点を本試験に等化した結果（平成21年度）

追試験
の得点

等化後
の得点

追試験
の得点

等化後
の得点

追試験
の得点

等化後
の得点

0 — 35 42.8 70 73.4

1 — 36 43.9 71 73.9

2 — 37 45.1 72 74.3

3 — 38 46.5 73 76.7

4 — 39 47.6 74 77.2

5 — 40 48.3 75 77.2

6 — 41 49.1 76 77.2

7 — 42 50.5 77 77.3

8 — 43 51.4 78 78.0

9 — 44 52.1 79 80.5

10 — 45 53.5 80 80.5

11 16.0 46 56.2 81 82.8

12 19.0 47 56.8 82 83.0

13 19.0 48 57.3 83 83.3

14 19.0 49 57.8 84 85.0

15 19.0 50 59.1 85 —

16 19.0 51 60.0 86 —

17 19.0 52 60.4 87 —

18 22.0 53 61.7 88 —

19 24.8 54 62.3 89 —

20 25.3 55 62.9 90 —

21 26.5 56 63.5 91 —

22 27.0 57 64.3 92 —

23 27.3 58 64.9 93 —

24 29.5 59 65.4 94 —

25 32.3 60 65.8 95 —

26 34.0 61 66.4 96 —

27 34.3 62 67.5 97 —

28 35.7 63 67.9 98 —

29 38.2 64 68.3 99 —

30 38.8 65 69.5 100 —

31 39.1 66 70.2

32 40.0 67 71.0

33 41.7 68 72.0

34 42.3 69 72.8

利用を想定した設計にはなっていないことが分か
る．図 3に本試験・追試験のテスト特性曲線を示
した．図 2，図 3からも本試験の方が追試験より
も難易度が低いことが分かる．

2.2.3 散布図と本試験と追試験の得点差の大き
さの指標

等化を行わなかった場合（素点）と，等パーセ
ンタイル等化法による等化及び項目反応理論を用
いた等化を行った場合の本試験と追試験の得点の
散布図を図 4に示した．また，本試験と追試験の

0 2 4 6 8 10 

本試験

追試験

3.0以上

2.5～ 3.0

2.0～ 2.5

1.5～ 2.0

1.0～ 1.5

0.5～ 1.0

0.0～ 0.5

-0.5～ 0.0

-1.0～ -0.5

-1.5～ -1.0

-2.0～ -1.5

-2.5～ -2.0

-3.0～ -2.5

-3.0未満

項目数
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図 3 本試験と追試験のテスト特性曲線

得点差の大きさの指標 vxyは表 3のようになった．
図 4，表 3から，素点のままの場合は等化をした
場合に比べて本試験と追試験の得点差が大きいこ
とが分かる．
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図 4 等化前と等化後の本試験と追試験の得点散布図

表 3 本試験と追試験の得点差の大きさの指標 vxy

等化の有無 vxy

等化なし（素点） 0.741

等パーセンタイル等化法による等化 0.507

項目反応理論を用いた等化 0.453

2.3 考 察

本研究では，平成 21年度の本試験と追試験に
ついて，等パーセンタイル等化法と項目反応理論
を用いた方法で得点の等化を行った．その結果は
図 4の散布図の通りである．散布図において，本

試験と追試験の得点が同じであった被験者はちょ
うど 45◦線上に乗る．等化を行わずに素点のまま
で比較すると，平均点は本試験の方が追試験より
も 7.2点高く（表 1），得点の散布図（図 4(a)）か
らも，45◦線より下に分布する被験者，即ち追試験
よりも本試験の方が得点が高い被験者が多くいる
ことが分かる．これは追試験の方が本試験よりも
難易度が高かったことを意味する．
このような試験による有利・不利をできるだけ少
なくするための一つの方法が等化である．図 4(b)
は等パーセンタイル等化法による等化，図 4(c)は
項目反応理論を用いた等化を行った場合の得点の
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表 4 法科大学院の入学定員の推移

適性試験
実施年度
（平成）

入学定員
（人） 出典

15 5990 平成 16年度法科大学院入学者選抜実施状況の概要（文部科学省 webページ，2004）

16 5825 平成 17年度法科大学院入学者選抜実施状況の概要（文部科学省 webページ，2005）

17 5825 平成 18年度法科大学院入学者選抜実施状況の概要（文部科学省 webページ，2006）

18 5815 平成 19年度法科大学院入学者選抜実施状況の概要（文部科学省 webページ，2007）

19 5785 平成 20年度法科大学院入学者選抜実施状況の概要（文部科学省 webページ，2008）

20 5765 中央教育審議会大学分科会法科大学院特別委員会「法科大学院教育の質の向上のための
改善方策について（報告）」（文部科学省 webページ，2009）

散布図である．いずれも 45◦線を中心とした分布
になっている．45◦ 線からのずれの度合い，すな
わち本試験と追試験の得点差の度合いを数値で表
すために，本研究では 2.1.4項で示した指標 vxyを
計算した（表 3）．表 3から，素点のままよりも等
化を行った方が指標 vxy が小さく，本試験と追試
験の得点差が小さいことが分かる．
二つの等化方法を比べると，図 4からは，どち
らの等化方法を用いても本試験と追試験の得点差
は同程度に調整出来ていることが分かるが，本試
験と追試験の得点差の指標 vxy は項目反応理論を
用いた等化の方が小さく，得点差をより小さくす
ることが出来ていた．しかし，2.2.2項で示したよ
うにセンター適性試験は項目反応理論を用いるこ
とを想定していない．また，モニター調査の人数
227名は項目反応理論を用いるには十分な人数と
は言えない．項目数が 101項目であることを考え
ると，少なくとも 300名は必要である．また，項
目反応理論を用いるためには配点を無くして 0/1
採点を行うのに対して，等パーセンタイル等化法
では配点をそのまま用いることができる．以上の
理由から，これ以降では等パーセンタイル等化法
を用いて本試験と追試験の等化を行うこととした．

3 平成15年度から平成21年度までの得点
等化

3.1 方 法

2章で行った平成 21年度試験の等化に加えて，
平成 15年度から平成 20年度までの試験について
も，センター適性試験のモニター調査のデータを利
用して等パーセンタイル等化法による等化を行っ

た．モニター調査の被験者の出身学部類型はこの
間ほぼ一貫して平成 21年度と同様であり，等化は
2.1.2項と同じ方法である．表 1に各年度の被験者
数，本試験・追試験の平均点及び標準偏差を示す．
また，本試験を受けた場合と追試験を受けた場
合の影響の違いを見るために，追試験の得点に基
づいた本試験での順位と，追試得点を等化した換
算後の得点に基づいた本試験での順位との対応を
年度ごとに調べた．本試験の順位については，大
学入試センターによる「過去の適性試験」の得点
分布（大学入試センター，webページより）を利
用した．
実際の試験において本試験と追試験の難易度差
による順位の違いが大きな影響を及ぼすのは，得
点が合格点の近辺である受験生である．各年度の
法科大学院の入学定員の総数は表 4のように年度
により小さな変動はあるが，平成 20年度まではお
およそ 5800人で一定であるので，上位から 5800
位に相当する受験者の影響の大きさを調べた．

3.2 結 果

図 5は，平成 15年度から平成 21年度について，
追試験の得点を本試験に等化した換算表を作成し，
それをグラフで表したものである．45◦ 線上にあ
る場合は，得点とその等化後の得点が同じ値であ
ることを示す．平成 15年度，16年度については，
追試得点と換算得点はほとんど同じ点数であるが，
平成 17年度は高得点の場合に追試得点の方が得点
が高いこと，平成 18年度以降は点差が開く年もあ
り，開く場合には追試得点よりも換算得点も方が
高いこと，つまり追試験の方が本試験よりも点数
を取りにくい試験になっている年の多いことが分
かる．
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図 5 追試験の得点を本試験に等化した結果（グラフ）(1/2)

本試験の受験者数は年度によって変わる．そこ
で，追試験の得点に基づいた本試験での順位と，
追試得点を等化した換算後の得点に基づいた本試
験での順位をそれぞれパーセンタイルランクで表
し，グラフに示した（図 6）．平成 15年度～17年
度については，追試得点に基づいても換算得点に
基づいても本試験での順位はそれほど変わらない
が，平成 18年度以降は，中程度の順位であった場
合に追試得点に基づくと，換算得点に基づくより
も順位が下がってしまうことが分かる．この順位

の差をパーセンタイルのポイント差で調べ，各年
度における最大値を表 5に示した．
法科大学院の入学定員は平成 15年度試験からお
よそ 5800人前後で推移してきた．そこで，本試験
であれば上位から 5800人目に位置する受験者が，
追試験ではパーセンタイルランクがどれくらい上
下するかを調べ，表 5に示した．全体を見たとき
と同様に，平成 15年度～17年度についてはポイ
ント差が小さいが，平成 18年度以降は 10ポイン
ト以上の差があることが分かった．
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図 5 追試験の得点を本試験に等化した結果（グラフ）(2/2)

3.3 考 察

図 5から，本試験と追試験の得点のずれを知る
ことができる．45◦ 線上にある場合は，得点とそ
の等化後の得点が同じ値であることを示すが，グ
ラフが全得点にわたって 45◦線に近い位置にある
年は，この 7年のうち平成 15年度，16年度だけで
ある．その他の年は，平成 17年度を除いて追試験
の方が本試験よりも低い点となる傾向が見られた．
問題を作成する段階で試験の難易度を同程度にす

る努力がなされているようであるが，実際にはな
かなか同程度にそろえることは難しいことが分か
る．追試験の方が本試験よりも点数が低い（＝難
しい）傾向にあることは，追試験を受ける方が不
利になりやすいということを意味する．このこと
は，追試験とはやむを得ない事情がある者だけが
受けるものであり，本来は本試験を受けるべきも
のであることを考えると，逆の場合（追試験の方
が有利）よりは妥当である．
受験生への影響として順位に着目すると（図 6），
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図 6 追試験の得点に基づくパーセンタイルランクと換算後の追試得点に基づくパーセンタイル
ランク (1/2)

得点のずれ以上に順位の差が大きく影響が出るこ
とが分かる．これは得点分布において，中程度の
得点ほど人数が多くなるためであり，追試得点の
素点と換算得点の点差が同じであっても中程度の
得点の者ほど順位の差が大きくなる．しかし，平
成 15年度～17年度のように，追試験と換算得点
の得点差が小さい場合には，当然ではあるが順位
の差も大きくならずに済む．順位の差が顕著であ
るのは平成 19年度，21年度試験であり，最大で
およそ 26パーセンタイルも順位が下がってしまう
（表 5）．これは平成 19年度であれば約 3800位，平

成 21年度であれば約 2400位順位を落としてしま
うことを意味する．
表 5で示した，本試験であれば上位から 5800人
目に位置する受験者のポイント差について図解す
ると図 7のようになる．例えば，上位から 5800位
のパーセンタイルランクが 70であるとし，ある
受験者が追試験で図の黒点の点数を取ったとする．
この受験者の追試得点を換算すれば本試験で 5800
位となるが，換算せずに追試得点のままで本試験の
順位を出すと約 52パーセンタイルランクにしかな
らない．つまり，この受験者が追試を受けて 5800
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図 6 追試験の得点に基づくパーセンタイルランクと換算後の追試得点に基づくパーセンタイル
ランク (2/2)

位になるためには，追試験において 70 − 52 = 18
パーセンタイルランク高い得点を取らなければな
らないことになる．このようにポイント差が大き
いほど，追試験で高得点を取らなければ本試験と
同等の順位を得ることができない．このポイント
差についても，全体の傾向と同様に，本試験と追
試験のずれが大きいとポイント差も大きい．

4 総合考察

本研究では，センター適性試験のモニター調査

のデータを利用して，同試験の本試験と追試験の
等化，及びその年度間の比較を試みた．
等化方法については，平成 21年度試験に対し
て等パーセンタイル等化法と項目反応理論を用い
た等化法の二つを試みた．どちらの等化によって
も本試験と追試験の得点差を小さくすることがで
きた（図 4及び表 3）．しかし，センター適性試験
は項目反応理論を用いることを想定していないこ
と，また，被験者の能力は特性値で表され，通常
の配点付きの得点とは異なってしまうことなどか
ら，それ以外の年度は等パーセンタイル等化法の
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表 5 モニター調査の結果と，順位への影響の大きさ

モニター調査の結果 順位への影響 本試験の状況

年度
（平成）

平均点
の差

（本−追）
相関係数

ずれの
大きさ
（vxy）

パーセンタイル
ランクの差
の最大値

5800位の
ポイント差
（換−追）∗1

5800位の
パーセン
タイル

本試験
受験者数
（人）

15 1.35 0.780 0.430 6.4 0.0 79.5 28325

16 1.70 0.678 0.632 11.4 2.5 72.8 21298

17 −1.50 0.758 0.441 11.4 −5.4 67.4 17791

18 6.79 0.775 0.572 19.1 19.0 65.1 16625

19 8.28 0.767 0.769 26.7 21.4 59.3 14266

20 4.20 0.773 0.717 13.8 10.7 51.0 11825

21 7.22 0.742 0.741 26.1 18.5 38.0 9352

*1 上位から 5800位に相当する受験者の，換算後の追試得点に基づくパーセンタイルランクから追試
得点の素点に基づくパーセンタイルランクを引いた値
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図 7 追試得点と換算得点によるポイント差の図解（70

パーセンタイルの場合）

みで等化を行った．
等パーセンタイル等化法では，被験者の得点が
低得点から高得点まで分布している必要があるが，
モニター調査の被験者の得点は，平成 15年度～21
年度を通して低得点から高得点まで分布しており，
被験者の集団として適していることが確認された．
本試験と追試験の得点差については，平成 15，

16年度ではほとんど無いと言えるのに対し，それ
以降は多少のずれが生じている．平成 15，16年
度は試験の第 1回と第 2回であり問題作成が慎重
だったのかも知れない．あるいは平成 18年度以降
一貫して追試験の方が得点が低いことから故意に

追試験を若干難しくしているのかも知れない．試
験の難易度を実施前に見積もることは難しいが，
受験生への影響を考えると，本試験と追試験の難
易度が同程度となるようにさらなる努力が必要だ
と言える．
これまでモニター調査では，本試験と追試験の
平均点の差，相関係数等に着目してきた．これら
の指標と，本研究で行った等化により得られる本
試験と追試験の得点差及び順位差との関係をまと
めたのが表 5である．表 5から，平均点の差が小
さければ，順位への影響が小さいことが分かる．
ただし，平成 15～17年度はいずれも平均点の差が
2点以内と小さいが，順位への影響を見ると，平
成 15年度 < 16年度 < 17年度の順に大きくなっ
ており，平均点の差が小さければ良いというわけ
ではない．表 5には本研究で使用した指標 vxy の
大きさも示してある．平成 15年度の指標は 0.430
と，平成 21年度試験を等化した場合の結果（表 3）
よりも小さくなっている．この程度にずれが小さ
ければ，等化をすること無く，本試験と追試験の
得点をそのまま利用しても問題がないと言える．
試験の難易度を同程度にすることに関して，個々
の試験問題の難易度の把握が有用であろう．試験
全体の難易度は，個々の試験問題の積み重なりで
決定されるものであるから，その把握を行うこと
により，具体的な努力目標を見いだせる可能性が
ある．個々の試験問題の難易度については，モニ
ター調査の結果も利用できるであろうし，項目反
応理論を用いることによっても比較できるように
なる．
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本研究により，センター適性試験の本試験と追
試験については，難易度を同程度に出来ている年
もあれば，そうでない年もあることが分かった．
難易度の調整をできるだけ確実にするためにどの
ような工夫をすればよいか，さらに詳細な調査・
分析が必要であり，それらが今後の課題である．
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Abstract

The National Center for University Entrance Examinations has administered the Na-
tional Admission Test for Law Schools (NATLaS) since 2003. In this study, the NATLaS
scores of the main and makeup examinations from 2003 to 2009 were equated based on
data from monitored examinations. The results were then compared among the years.
First, the NATLaS scores in 2009 were equated based on two equating methods, the
equipercentile equating method and equating using item response theory (IRT), and
their equating efficiencies were compared. Results demonstrate that the differences of
the scores between the main and makeup examinations were reduced by both methods.
For other years, the test is not designed to fit IRT model, so the equipercentile equating
method was used to equate these tests. Results from these seven years showed that the
differences of the scores between the main and makeup examinations in 2003 and 2004
were very small, but in other years, the makeup examination scores tended to be lower
than the main examination scores. Results also indicated that the difference in scores
had a negative effect on the examinees who earned moderate scores in terms of ranking.
Extra efforts need to be taken to keep the difference between the scores of the main
examination and the makeup examination as small as possible.
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